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序文 

 

  

 日本国政府はタンザニア連合共和国政府の要請に基づき、同国の第 2 次感染症対策計画にかかる簡易機

材調査を行うことを決定し、独立行政法人国際協力機構が平成 16 年 2 月 12 日から 2 月 28 日まで簡易機材

調査団を派遣しました。 

 調査団はタンザニア連合共和国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象施設などの現地調査を実施

しました。帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願うも

のです。 

 終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 16年  4月   

 独立行政法人国際協力機構 

 理事    松井 靖夫 
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AIDS Acquired Immuno-Deficiency Syndrome 後天性免疫不全症候群
AMREF African Medical and Research Foundation アフリカ医療研究基金
BHN Basic Human Needs ベーシック・ヒューマン・ニーズ
CDC Center for Disease Control アメリカ疾病予防センター
DHMIS District Health Management Information System 県保健管理情報システム
DHMT District Health Management Team 県保健管理チーム
DMC District Management Committees 県管理局
EU European Union ヨーロッパ連合
GTZ Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit ドイツ技術協力公社

(German Agency for International Development)
HIV Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウィルス
MTEF Medium Term Expediture Framework 中期支出枠組み書
MOH Ministry of Health 保健省
MO Medical Officer 医療担当者
MSD Medical Stores Department 中央医薬品倉庫
MTP Medium Term Plan 中期計画
NACP National AIDS Control Programme 国家エイズ対策計画
NMSF National Multi-Sectoral Strategic Framework on HIV/AIDS HIV/AIDS国家マルチセクター戦略枠組み
NORAD Norwegian Agency fro Development Cooperation ノルウェー開発協力庁
STD Sexually Transmitted Diseases 性感染症
STIｓ Sexually Transmitted Infections 性感染症
TACAIDS Tanzania Commission for AIDS タンザニアエイズ委員会
UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画
UNAIDS Joint United Nations Programme on AIDS 国連エイズ合同計画
USAID United States Agency for International Devlelopment 米国国際開発庁
VCT Voluntary Counselling and Testing 自発的カウンセリングおよび検査
WHO World Health Organization 世界保健機関
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第１章  プロジェクトの背景・経緯 

 

１-１ 当該セクターの現状と課題 

１-１-１ 現状と課題 

 2003 年末現在、世界の HIV 感染者数は 3400～4600 万人（平均 4000 万人）と推定されている。1980 年か

ら 2002 年に各 WHO 地域事務所に報告された管轄地域別 HIV 感染者数の推移を図 1－1 に示しているが、

世界で初めてのエイズ（AIDS）注１症例が 1981 年に確認された後アフリカ地域における HIV 注２感染者数は

急激に増加した。2002 年ではアフリカ地域の感染者数は 2911 万人に上り、世界全体の感染者数の 70%を占

めている。 

図 1－1 地域別 HIV/AIDS 感染者数の推移（1980 年～2002 年） 

                          （出典：WHO 資料 2003 年） 

タンザニア連合共和国（以下「タ」国とする）では 1983 年に初めてエイズ症例が 3例確認されたが、そ

の後 1985 年から国家エイズ対策計画を WHO の協力を得て実施し HIV 感染拡大防止に努めてきた。1985 年

～1986 年には HIV/AIDS/STIs 注３対策（以下 HIV 対策とする）短期 2 ヵ年計画、1987 年～1991 年には HIV

                                                 

注１ AIDS：Acquired Immuno-Deficiency Syndrome、後天性免疫不全症候群、免疫不全が進行して、通常は問題とならないような病原体に

よって発生する感染症（日和見感染症）を合併するような重篤な状態   
注２ HIV：Human Immunodeficiency Virus、ヒト免疫不全ウィルスのこと。1983 年に発見され全世界に感染者がいる HIV-1 と 1986 年に発

見された HIV-2 の種類がある。ヒトのリンパ球に入り込み、遺伝子情報の逆転写で増殖し、徐々にリンパ球を減少させ免疫機能

を低下させる。 
注３ STIs：Sexually Transmitted Infections、性（行為）感染症。STD: Sexually Transmitted Diseases とも言う。 
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対策中期 5 ヵ年計画（MTP-Ⅰ）、1992 年～1996 年には同第二次中期５ヵ年計画（MTP-Ⅱ）、1997 年～2002

年には第三次中期計画（MTP-Ⅲ）を実施したが、これらの諸対策にもかかわらずＨＩＶ感染者は依然として増加

し続け、2002 年末時点で HIV 感染者数 150 万人、毎年の死亡者数 14 万人と推定されている。図 1－2 にタンザニ

アと周辺諸国の HIV 感染者数、死亡者数、エイズ遺児数の比較を示すが、「タ」国はアフリカ諸国の中でもケニヤに

ついで HIV 感染者数、死亡者数が多く、エイズ遺児数も極めて多い地域となっている。 

図 1－2 タンザニアと周辺諸国の HIV 感染者数、死亡者数、エイズ遺児数の比較 

                         （出典：WHO 資料 2002 年） 

「タ」国保健省は平均して全人口の 9.6%が HIV 陽性（HIV 感染者）と推計しているが、ムベヤ州の妊婦検診では 16%

を越え、VCT の検査では陽性率 46%の地域もあると報告されており、特に生産人口における感染率の高さが深刻で、

社会経済に与える影響も大きいため、HIV 対策計画の更なる推進が必要とされている。 

 

１-１-２ 開発計画 

 重債務貧困国として債務削減を希望する「タ」国政府は、重債務貧困国イニシアティブ注４適格国をめざし 2000

年に貧困削減戦略書をとりまとめ、ＩＭＦと世銀に提出した。その中で所得以外の面での貧困について、乳児・5 歳

未満死亡率が貧困層ほど劣悪であり、妊産婦死亡率も高く、また HIV/AIDS の流行により平均寿命が低下している

と分析した。「タ」国政府はその具体的取り組みとして、2010 年までに 5 歳未満死亡率を半減させ、妊産婦の HIV 陽

                                                 

注４ 重債務貧困国イニシアティブ：構造改革を努力している重債務貧困国に対して、債務棒引きや援助供与などで対処できるように、1996
年世界銀行・IMF 年次総会で決定された信託基金の設立。HIPCs イニシアティブと呼ばれる。 
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性率を 6-27％におさえ、平均寿命（2001 年現在 44 歳）を 52 歳までに回復させることを長期目標とした。 

さらに、2001 年には「HIV/AIDS に係る国家政策（National Policy on HIV/AIDS）」を発表し、マルチセクター対応

による感染防止対策への取り組みを強化した。2003年からは「HIV/AIDS国家マルチセクター戦略枠組み National 

Multi-Sectoral Strategic Framework on HIV/AIDS (2003-2007):NMSF」において、首相直属の機関であるタンザ

ニアエイズ委員会（Tanzania Commission for AIDS : TACAIDS）の役割を強化し、①15～24 歳の感染率を現在よ

りも 30%減少させること、②母親から乳児への垂直感染を減少させること、③15～24 歳の人口の 95%に対してエイズ

教育を行い、HIV 感染への誤解をとき、正しい感染防止策等を理解させること、④70%の性行為感染症の患者が適

切な診断、治療を受けられるようにすること、⑤HIV 感染者への治療ができる医療施設を増加させること、及び⑥10

～14 歳に占める HIV 遺児の割合を減少させることなど、具体的な達成目標を掲げている。 

保健省はこの枠組みを踏まえて、「保健セクターHIV/AIDS 戦略 2003-2006（Health Sector HIV/AIDS Strategy 

for Tanzania 2003-2006）」を策定し、輸血用血液の安全対策、HIV 感染者へのカウンセリング、STIｓ治療など保健

分野における HIV/AIDS 対策の活動強化を計画した。 

 

 

１-１-３ 社会経済状況 

 1961 年に英国信託統治領から独立したタンガニーカ共和国と 1963 年に独立したザンジバルが 1964 年に合併し

国名をタンザニア連合共和国とした「タ」国は社会主義政策を進めたが、農民の意識改革が進まず、干ばつ・洪水

などの自然条件の悪化による輸出収益の減少、1978 年から 1979 年の対ウガンダ戦争など悪条件が重なり経済が

逼迫した。そのため IMF に融資を求めたが、大規模な構造調整を融資条件とされ、市場経済化路線への転換を余

儀なくされた。1986 年度から世銀、IMF などの指導のもと、3 ヵ年経済復興計画を開始し、1989 年度からは第二次

経済復興計画を実施して、政府支出の削減、国営企業・銀行の民営化を推進した。生産の効率化促進に努めた結

果、1995 年から 1999 年の実質 GDP 平均成長率が 4.0%になるなど効果をあげつつあるが、国民総生産（GNP）の

約 50%は農業で占められるなど依然第一次産業に依存した経済構造となっている。従って、天候や国際価格の変

動による影響を受けやすく、2003 年の 1 人当たり GNP は 280 ドルと報告（世銀）されており、依然として世界の 貧

国の一つである。 「タ」国の主な輸出品はコーヒー、綿花、紅茶であり、主な外貨収入源でもある。日本との貿易関

係では、日本は象牙の輸入国であったが、 近はコーヒーの輸入国となっている。 



- 4 - 

１-２ 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

HIV感染者数の増大による深刻な状況を改善するため、2001 年7 月にムカパ大統領は「2006 年まで予防に力点

をおいた政策を進め HIV の感染拡大を抑制する意思」を国連において表明し、各国の支援を依頼した。保健省は、

2002 年に終了する MTP－Ⅲの後に続く、輸血用血液に対する HIV 検査の徹底・VCT 注５におけるカウンセリングと

HIV 検査の強化・母子垂直感染防止のための妊婦 HIV 検査のルーチン化（定期化）・STIｓの治療による HIV 感染リ

スクの抑制をめざした「保健セクターHIV/AIDS 戦略 2003-2006（Health Sector HIV/AIDS Strategy for Tanzania 

2003-2006）」を策定し、実施中である。 

しかし、これまで STＩｓ治療薬を調達供給していた EU がその調達中止を 2000 年に決定した。その後、保健省が

精力的に EU と交渉した結果 MTP-Ⅲ計画が終了するまでの 2 年間の調達継続は約束されたが、2003 年以降の調

達にドナーの協力を得られる目途はたたなかった。実際にはこれまで保健省は自身の予算やコモンバスケットファ

ンド（特定の目的のための特設口座に複数のドナーが資金を投入し援助を実施する試み）を利用して HIV 検査

などの機材の調達やスタッフのトレーニングを行い、わが国も2001年に実施された日米コモンアジェンダ・保健分野

のプロジェクト形成調査を経て、この分野のロジスティックの見直しをするＵＳＡＩＤとの日米連携による感染症対策

無償（感染症対策計画 1 期 1/2）を実施し機材調達支援を行った。ところが、急激な VCT 数の増加注６に対応しきれ

ず、保健省の基準注７に従った検査が不可能な検査室（VCT や病院）も少なくない状況である。 

更に、ＷＨＯは 2005 年までに 300 万人にＨＩＶ治療薬（抗レトロウィルス剤）を供給するという「３×５ （３ ｂｙ ５）」

計画を現在展開中であり、「タ」国保健省もこの計画を導入する方針で、国内のＨＩＶ感染者への治療薬投与を開始

する準備をすすめている。治療を望む HIV 感染者には再検査を義務づけ、VCT における検査をＨＩＶ治療薬入手

の条件とする方針であり、この方針が実行に移ると、多くの患者がＶＣＴを訪問することが予想され、これまで以上の

多量の検査キットなどの準備が必要とされるが、必要となる資金の目途もたっていない。  

以上のことから、「タ」国における緊急かつ最重要課題である HIV 対策の確実な実施のための支援をわが

                                                 

注５ VCT：Voluntary Counseling and Testing（自発的カウンセリングおよび検査）サービス、またはこれを行う施設を指す。このサービス

の内容は以下の通り： 
① 希望者に HIV 検査を実施し、HIV 感染者を発見する。検査前および検査後にはカウンセリングを行う。 
② 感染拡大防止のため、カウンセリングを通じて感染者へのサポートと他者へ感染させないための教育、未感染者には感染

予防の注意、対策など HIV 対策の教育啓蒙を行う。 
注６VCT 数の急激な増加：2001年に 149ヵ所であった VCT が、2003年末には387 ヵ所に増加した 
注７保健省の HIV 検査基準：一人の HIV 感染の疑われる患者（陽性者）に対して、キャピラス、デターミン、エライザ法のうち異なった 2 種類の検査

キットで 2 回 HIV 検査を行うことになっている。 
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国に要請してきたものである。 

１-３ 我が国の援助動向 

近年における「タ」国保健医療分野での我が国の主な技術協力は次表 1－1 のとおりである。 

表 1－1 保健医療分野での技術協力案件 

 協力期間 金額 案件名 

プロジェクト方式 

技術協力 

1994～1999 

2000～2005 

タンザニア母子保健プロジェクト 

モロゴロ州保健行政強化プロジェクト 

専門家派遣 1999～2001 

2001～2003 

保健協力計画 専門家派遣 

保健協力計画 専門家派遣 

機材供与 2000～2001 

2001～2002 

USD214,860

USD167,750

エイズ対策・血液検査特別機材供与 

エイズ対策・血液検査特別機材供与 

開発福祉支援事業 2001～2002 

2002～2003 

2002～2005 

USD14,370

USD32,000

USD77,000/year

HIV の VCT 及び検査センター支援 

HIV の VCT 及び検査センター支援 

コミュニティベース HIV/AIDS 対策 

プロジェクト形成

調査 

2001 

（1/21～2/8） 

日米合同プロジェクト形成調査（HIV/AIDS・感染症・

人口・保健） 

近年における保健医療分野での主な無償資金協力は表 1－2 のとおりである。 

表 1－2 最近の保健医療分野無償資金協力案件 

 実施年度 供与限度額 案件名 内  容 

1996 4.05 億円 ポリオ撲滅計画（1/2） ポリオワクチン、コールドチェーン機材 

1997 2.29 億円 ポリオ撲滅計画(2/2) ポリオワクチン 

1999 4.06 億円 
予防接種拡大計画および 
栄養素欠乏対策計画 

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ機材、ﾖｰﾄﾞｶﾌﾟｾﾙ、食塩添加用ﾖｳ
素酸ｶﾘｳﾑおよび検査機材等 

2002 3.14 億円 感染症対策計画 
HIV 検査キット、梅毒検査キット、二次感染
防止機材、医薬品およびコールドチェーン
機材 

機
材
供
与 

2003 4.89 億円 感染症対策計画（2/2 期） 
HIV 検査キット、梅毒検査キット、二次感染
防止機材、医薬品およびコールドチェーン
機材 

１-４ 他ドナーの援助動向 

HIV 対策および EPI 対策に対する日本以外のドナーおよび国際機関の援助状況は表 1－3 のとおりである。 

表 1－3 他ドナーの援助状況 

                 （出典：アンケート調査および保健省資料） 

援助機関名 実施年度 援助額    
（1000ＵＳドル） 

内  容 

NORAD 注８（ノルウェー） 1999-2006 7,490

DFID 注９ 2004-2005 3,774－5,660

UNDP 注 10 2002-2006 3,150

オランダ 2004 3,680

HIV /AIDS に関する調査、対策および STIｓ対策

のために NGO 支援、機材投与、トレーニングなど

国家エイズ対策計画に拠出された資金の総額（二

国間および多国間協力を含む） 

                                                 

注８ NORAD:Norwegian Agency for Development Cooperation、ノルウェー開発協力庁 
注９ DFID：Department for International Development、イギリス国際開発庁 
注 10 UNDP：United Nations Development Programme、国連開発計画 
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援助機関名 実施年度 援助額    
（1000ＵＳドル） 

内  容 

UNFPA 注 11 2003 250 ２１州に対するコンドーム供与 

EU 注 12 1996－2003 7,098 12 州に対する 

HIV 検査および梅毒検査ｷｯﾄ、STIｓ治療薬の供与

GTZ 注 13（ドイツ） 1988-2000 9,417 ムベヤ州に対する 

HIV 検査および梅毒検査キットの供与 

イタリア（WHO を通じて） 2002-2003 589 ルクワ州、ムトワラ州に対する 

HIV 検査および梅毒検査ｷｯﾄ、STIｓ治療薬の供与

スペイン 2000-2004 905 コースト州に対する 

HIV 検査および梅毒検査ｷｯﾄ、STIｓ治療薬の供与

ベルギー 2003－2006 1,150 ルブマ州、キリマンジャロ州に対する HIV 検査およ

び梅毒検査ｷｯﾄ、STIｓ治療薬の供与とトレーニン

グ支援 

 

 

                                                 

注 11 UNFPA：United Nations Population Funds、国連人口基金 
注 12EU：Europe Union、ヨーロッパ連合 
注 13 GTZ:Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit、ドイツ技術協力公社 
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第２章  プロジェクトを取り巻く状況 

 

２-１ プロジェクトの実施体制 

２-１-１ 組織・人員 

本プロジェクトの主管官庁は保健省であり、2004 年 2 月現在の組織図を図 2－1 に示す。本プロジェクトの実施

機関は次官の直轄下にある国家エイズ対策計画（NACP）である。 

 

図 2－1 保健省の組織図 

HIV 対策の運営体制を図 2－2 に示すが、NACP は WHO や他ドナーの支援を受けて機材の調達および配布計

画を作成する。輸血用血液に対する HIV 検査は病院内の検査室で行われている。VCT には病院内に設置された

併設型と単独で運営されている独立型の施設があるが、ほとんどの VCT は病院併設型である。STIｓ治療は病院内

の STIｓクリニック（皮膚科の場合もある）、ヘルスセンター（診療所）やディスペンサリー（投薬所）において行われる。

それぞれの施設で必要とされる機材は保健省あるいはドナーによって調達された後、半官半民の組織である中央

保健大臣
Ｍｉｎｉｓｔｅｒ

監査局
Ｉｎｔｅｒｎａｌ Ａｕｄｉｔ Ｕｎｉｔ

看護サービス局
Nursing Service Unit
Chief Nursing Officer

保健医療サービス検査局
ＨｅａｌｔｈＳｅｒｖｉｃｅ Inspectorate Unit

人事管理部
Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ and Ｐｅｒｓｏｎｎ

ｅｌ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ

国立食品管理委員会
Ｎａｔｉｏｎａｌ Food Control Commision

 医務局長
Chief Medical Officer

政府化学研究所
Government Chemist Lab.

薬務局
Pharmacy Board

政策計画部
Ｐｏｌｉｃｙ Ａｎｄ Ｐｌａｎｎｉｎｇ Ｄｉｖｉｓｉｔｏｎ

次官
Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ

会計局
Ａｃｃｏｕｎｔｓ Ｕｎｉｔ

疫学疾病対策部
Epidemiology and Diseases Control

審議会、委員会、評議会
Councils, Commisions and

Boards

母子保健部
Reproductive & Child Health

Service

治療サービス部
Curative Health Serivce Division

人材開発部
Human Resource Devleopment division

保健教育部
Health Education

国立病院部
National Hospitals

州立および郡立病院部
Regional and District Hospitals

私立および寄付保健部
Private and Voluntary Health

Serivces

投薬所
Pharmaceutical serivice

診断部
Diagnostic Serivice

伝統医療部
Traditional Medicine

保健サービス資源計画部
Health Human Reosurces Planning

看護婦トレーニング部
Nurses Training

関連保健科学トレーニング部
Ａｌｌｉｅｄ Ｈｅａｌｔｈ Sciences Training

環境保健および環境衛生部
Environmental Health and Sanitation

予防医療部
Preventive Health Service Division

国家エイズ対策計画
NACP

(Ｎａｔｉｏｎａｌ AIDS Control Program)

継続教育部
Continuing Education
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医薬品倉庫（MSD）で保管される。STIｓ治療薬や検査室機材（採血管やピペット）などは中央の MSD から MSD 地方

倉庫を通じて各州（または県）の倉庫（州や県病院の薬局や保健局の倉庫など）に輸送される。MSD 地方倉庫は全

国に 6 ヵ所設置されており、ダルエスサラームにある中央の MSD 倉庫を含めて７ヵ所の倉庫が管理する地域が実質

上の「タ」国の医療地域として分類されている（表 2－1）。しかしながら、中央の MSD から運ばれた機材は図 2－2 の

流れにも示したとおり、MSD 地方倉庫（地区倉庫）に一旦運ばれ、開封して内容を確認されることもなく中央の MSD

がパッキングした形のまま、次の配送先の州や県の倉庫、場合によっては直接病院や診療所に輸送されるため、地

方倉庫は単なる通過地点としての機能しかない。 

図 2－2 HIV 対策計画運営体制 

州や県の倉庫に届いた医薬品および検査室機材は病院、診療所などの 終機材使用サイトに配布されるが（図の

実線の流れ）、HIV 検査キット類は他の機材の配布方法とは異なり、中央の MSD から MSD 地方倉庫を経由して県

のエイズコーディネーター（DAC）に直接引き渡され、DAC が 終機材使用サイトに配布する（図の点線の流れ）。 

表 2－1 中央および地方 MSD 倉庫が管轄する７地区名と管轄州 

湖 水 地 区 （ L a k e  Z o n e ) 北 部 地 区 （ N o r t h e r n  Z o n e ）
カ ゲ ラ 州 ア リ ュ ー シ ャ 州
ム ワ ン ザ 州 マ ン ヤ ラ 州
シ ン ヤ ン ガ 州 タ ン ガ 州
マ ラ 州 キ リ マ ン ジ ャ ロ 州

西 部 地 区 （ W e s t e r n  Z o n e ） 中 央 地 区 （ C e n t r a l  Z o n e ）
　 タ ボ ラ 州 ド ド マ 州

キ ゴ マ 州 シ ン ギ ダ 州
南 部 高 地 地 区 （ S o u t h e r n  H ig h la n d s ） 東 部 地 区 （ E a s t e r n  Z o n e ） *

ム ベ ヤ 州 ダ ル エ ス サ ラ ー ム
イ リ ン ガ 州 モ ロ ゴ ロ 州
ル ク ワ 州 コ ー ス ト 州

南 部 地 区 (S o u t h e r n  Z o n e ）
リ ン デ ィ 州 ＊ 東 部 地 区 の 倉 庫 は 中 央 M S D 倉 庫 と な る

ム ト ワ ラ 州
ル ブ マ 州

医薬品、梅毒検査機材など

HIV検査機材

　　　　(中央のMSDが輸送先毎にパッキングしたものを預かり

　　　　　指示通り輸送するだけの単なる輸送業者的役割）

他ドナー等
NACP

投薬所
Dispensary

病院薬局
 Hospitals　Pharmacy

診療所
Health Center

県エイズコーディネーター
 District AIDS Coordinator

医療品供給部門（通称：MSD)
Medical Stores Department

MSD　地方倉庫
MSD Zonal Store

独立型VCT

州または県
倉庫

Regional or District Warehouse

STIsクリニック
検査室

Laboratory
産科
ANC

VCT
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病院内には機材を管理する薬局倉庫管理者（主に薬剤師）と、公衆衛生看護婦をはじめ HIV コーディネーター、

保健事務官、検査室長、STIｓ診療科長（産婦人科または皮膚科）、カウンセラーからなる HIV 対策要員が配置され

ている。VCT の職員基準は２名のカウンセラー、1 名の検査技師、１名の事務員、１名の雑役が勤務することとされ

ているが、独立型 VCT ではドナーや NGO の支援により多くの職員が勤務していたり、病院の規模や訪問者数によ

っては 10 名以上の職員を抱える施設もある。ヘルスセンターやディスペンサリーには原則的に医師あるいはクリニ

カルオフィサーと呼ばれる準医師、母子保健担当者（主に看護婦）、医療アシスタント各１名が配置されているが、

各々の施設規模により 6～10 名までのスタッフが勤務している施設も少なくない。 

                      

２-１-２ 財政・予算 

 「タ」国の保健・衛生分野予算の国家総予算に占める割合は表 2－2 のとおり 4.8%から 8.6%の間を変動している。 

表 2－2 保健衛生分野予算 

                   （単位：100 万 US ﾄﾞﾙ １US ﾄﾞﾙ=1,000 ﾀﾝｻﾞﾆｱｼﾘﾝｸﾞ（Tsh））（出典：World bank 資料） 

保健省の 2002 年の HIV 対策関係予算は、約 2,826,400US ドルで、保健・衛生分野予算の約 1.6%を占めている。

それとは別に国家予算上では首相直属の機関である TACAIDS に対し 2002 年分 HIV/AIDS 予算として、保健、教

育、NGO 支援や AIDS 遺児のサポートなどマルチセクター活動費用として 30,800,000US ドルが割り当てられている。

しかしながら、これまでは TACAIDS の実行能力が低いために予算の執行はほとんどされていなかったことから、現

在 2005 年を目標にしてドナーによる TACAIDS の機能強化が計られている。 

 

２-１-３ 技術水準 

ＨＩＶ感染対策を担う部門は、検査室、ＶＣＴ、STIs 診療科、産科（Antenatal Clinic: ＡＮＣ）である。輸血検査は、

外科（手術室）からの依頼を受けた検査室が担当し、時には VCT の相談者の検査も VCT ではなく検査室が担当す

る場合もある。 

VCT のカウンセラーや検査技師は、看護学校や医療技術学校を卒業したのち、ＮACP が定めたカウンセラー養

 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 

（予算） 

保健・衛生分野予算 58.7 57.0 100.7 142.1 172.3

国家予算 1,031.5 1,190.7 1,490.1 1,649.0 2,219.2

割合 5.7% 4.8% 6.8% 8.6% 7.8%
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成施設でＨＩＶの検査方法や患者への対応などの訓練をうけ、VCT に配属される。さらに 2 年に 1 回 2 週間程度の

再訓練を受ける必要があり、 近では 2003 年 10 月に全ＶＣＴ職員への再訓練が実施された。 

STIｓ治療は、WHO の指導によって保健省が作成した治療マニュアルに従い、患者の訴える症状に対して産婦

人科（または皮膚科）の医師が対症療法注14を行うことになっている。 

 

２-１-４ 既存施設・機材 

 現在公表されている「タ」国内の医療施設数（2000 年）を表 2－3 に示すが、「タ」国では人口の 70%が地方に居

住しているため、人口 6,000 人から 10,000 人の地域に投薬所（Dispensary）が、人口 50,000 人の地域に保健セン

ターが 1 ヵ所づつ設置されている。重症患者を受け入れ、高度な治療を提供する州病院や県病院が各州および

県に 1 ヵ所づつ設置され、さらに「タ」国内で 高の医療水準を有する 4 ヵ所の国立病院（ムヒンビリ病院、ブガン

ド病院、ムベヤ病院、キリマンジャロ病院）がそれぞれ東部、西部、南部、北部の４地域を管轄し、必要に応じて管

轄下の病院に対し医療指導も行うリファラルシステムが導入されている。 

表 2－3 現在の「タ」国内医療施設数 

  「タ」国の病院にはこれまで輸血用血液のストック体制（血液バンク）がなかったが、 近になって手術が多数

行われるトップリファラル病院では予め血液を採取し、HIV 検査を行った輸血用血液を保存する血液バンクが設

置されるようになってきた。しかし、手術数が少ない病院では、従来どおり手術前に患者の親族友人を集め必要

量の血液を採取し、HIV 検査をした上で輸血を行っている。2003 年に報告されている輸血ドナー人数は 147,271

人であったが、そのうちどれだけの血液が血液バンクで保管されたかを示す資料はない。 

                                                 

注14対症療法：疾病の原因に作用して根本的に治癒させる治療ではなく、臨床症状だけを改善することを目的とした治療法。痛みに対す

る鎮痛薬の投与など 

国 営 準 国 営 寄 付 そ の 他 合 計
特 別 病 院 4 2 2 0 8
州 立 病 院 20 0 0 0 20
県 立 病 院 127 0 13 0 140
そ の 他 の 病 院 2 6 56 22 86
保 健 セ ン タ ー
（H ea lth  C en te r) 409 6 48 16 479
投 薬 所
（D ispen sa ry ) 2450 202 612 661 3925
特 別 診 療 所 75 0 4 22 101
療 養 院 0 0 0 6 6
民 間 検 査 室 18 3 9 184 214
民 間 X 線 撮 影 室 5 3 2 17 27

(出 典 ：「タ 」国 政 府 資 料 ）

設 立 形 態
施 設 種 類
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保健省が定める HIV 検査の指針では、簡易迅速法注 15が第一選択とされている。1 回目のキャピラステストで陽

性と判定された場合には 2 回目にデターミンで確認検査を行うこととなっており、その結果がまた陽性と判定され

た場合、あるいは 1 回目と 2 回目の結果に矛盾があった場合には、さらに病院でエライザ法注 16 により確認するこ

とと決められている。しかしながら、エライザ法実施に必要な測定機械が正常に稼動している病院は全国でも 4 ヵ

所にすぎず、多くの VCT ではキャピラスによる 1 回目判定で終了していたり、病院での確認検査にも簡易検査法

であるデターミンが使用されていたりするなど指針とは異なる状況も調査団のサイト調査で確認されている。 

2003 年の公立の VCT 施設数を州別に表 2－4 に示す。 

表 2－4 州別 VCT 施設数 

州名 VCT 施設数 州名 VCT 施設数 
アリューシャ 15 モロゴロ 13 
コースト 8 ムトワラ 6 
ダルエスサラーム 24 ムベヤ 69 
ドドマ 18 ムワンザ 15 
イリンガ 26 シンギダ 6 
キリマンジャロ 14 シンヤンガ 10 
キゴマ 10 ルブマ 9 
カゲラ 10 ルクワ 4 
リンディ 10 タボラ 8 
マラ 13 タンガ 13 
マンヤラ 11 合計 312 ヵ所 

                                                 （出典：NACP 資料） 

2001 年の VCT 数は 149 であったが、2003 年末では 312 に増加し、そのほかに NGO が運営する VCT も 20

ヵ所以上ある。今年度新規開設する VCT も計画されており、 終的には 2005 年には 420 ヵ所となる予定である。 

標準的 VCT には１ヵ所の受付、１室から２室のカウンセリングルーム（ 大６室を保有する VCT もあるが）および

１室の検査室が設置されている。相談者が来るとまず検査前カウンセリングが行われる。HIV 感染の意味、検査方

法などが説明され、検査を受けるかどうかは相談者の意思によって決定される。相談者のプライバシー保護のた

め、検査室には相談者の氏名は知らされずカルテ番号により確認され、採血が行われる。前述したように、機器の

                                                 

注 15（HIV 検査）簡易迅速法：WHO が Simple and/or Rapid HIV Antibody tests と分類している方法で、18 製品が流通している。その中で

も特に全血でも、血清、血漿でも検査可能で検査時間が 15 分から 20 分程度と短いものは、現在のところデターミンとキャピラ

スの２製品である。 
 

注 16エライザ法：ELISA（Enzyme Linked Immuno-Sorbent Assay）、酵素免疫法、エンザイムイムノアッセイ、EIA ともいう。抗原抗体反

応を利用して反応させ、酵素を標識として抗原の量をはかる測定方法の総称。HIV 検査だけでなく、血中の薬物濃度を測定するな

ど幅広く利用されている。   
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不備から 1 回しか検査しない施設があったり、デターミンの不足から 2 回目の検査のために相談者を病院に紹介

する施設も少なくない。VCT が病院内にある場合には、2 回目および 3 回目の検査は容易に行えるが、病院への

アクセスが非常に悪い保健センターや投薬所などでは困難なため、予め真空採血管により採血を行い、その上

澄み液である血清を近くの病院の検査室に送り、検査依頼を行うことがある。2 回とも陽性の場合には、HIV を家

族に伝染させないよう啓蒙教育が行われ、陰性の場合には HIV をうつされないための正しい知識が指導される。

一人の相談者に対して、すくなくとも 1 時間から 2 時間程度の検査前および検査後カウンセリングが行われるが、

時には陽性である結果を受け入れられず、何度も検査を受けにくる相談者も 5%程度いることが確認されている。

2003 年、1 年間には総数 65,655 人が VCT を訪問し、そのうち 68.2%にあたる 44,751 人が HIV 検査をうけたと報

告されているが、VCT の施設規模やアクセスの状況によって訪問者数が異なり地域格差も大きい。 

 また、産科（Antenatal Clinic：ANC）ではすべての妊婦に対して梅毒検査の実施が義務づけられており、HIV 検

査も望まれているが、梅毒検査薬や HIV 検査キットが不足しており実施されていない施設もある。 

 2004 年 2 月に USAID／JICA 合同モニタリング調査が実施され、前述の施設において使用される機材の在庫切

れ状況がロジスティックシステムの稼動状況調査報告書（Joint Monitoring Survey of Infectious Diseases Control 

Project Report） としてまとめられた。その結果によれば、2003年10月から12月までに機材の在庫が枯渇した（ス

トックアウト）機材はほとんどなく、機材の配布、流通も適切に行われていたと報告されている。 

また、「タ」国の HIV 対策計画必要機材と必要数量が USAID によって試算され、加えて感染症対策計画 1 期

（2/2）で日本が調達した機材の 2004 年の「タ」国の機材必要数におけるカバー率も積算されており、その結果を

表 2－5 に引用した。 
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表 2－5 日本が調達した機材数の「タ」国必要量に対するカバー率試算表 

No 項目名 必要量 JICA 調達分 % カバー率

1 ベンザチンペニシリン 412,404 100,000 24%

2 セフトリアキソン注射 250mg l 114,749 10,300 9%

3 スペクチノマイシン注射2g  1,568 1,000 64%

4 注射用蒸留水 10ml 793,081 100,000 13%

5 注射器, 10cc 793,081 120,000 15%

6 シプロフロキサシン錠 500mg 825,883 1,030,000 125%

7 コトリモキサゾール錠 400mg/80mg  8,746,597 10,000,000 114%

8 ドキシサイクリン錠 100mg 16,757,117 6,000,000 36%

9 メトロニダゾール錠 400mg 5,706,245 3,000,000 53%

10 エリスロマイシン錠 500mg 2,513,568 0 0%

11 クロトリマゾールペッサリー（膣錠）100mg 1,216,325 180,000 15%

12 クロトリマゾールクリーム1% 6,818 4,500 66%

13 硝酸銀スティック 2,382 3,000 126%

14 ポドフィリン10%液  60ml 95,040 0 0%

15 テトラサイクリン軟膏 99,523 80,000 80%

16 エリスロマイシンシロップ 100ml  10,268 6,000 58%

17 RPR梅毒テストキット 1,254,863 338,800 27%

18 医療廃棄物袋（オートクレーブ用） 17,160 149,00 87%

19 医療廃棄物（一般用） 357,500 272,800 76%

20 安全箱 82,500 13,000 16%

21 真空採血管 4-5 ml 1,086,495 453,000 42%

22 真空採血管用注射針 21G 1,086,495 453,000 42%

23 パストゥールピペット 3 ml 1,086,495 207,000 19%

24 ランセット 239,520 133,500 56%

25 マイクロピペットチップ 128,546 482,000 375%

26 クリヨチューブ（マイクロチューブ） 1.2-8 ml 128,546 157,000 122%

27 ラテックス手袋, Lサイズ 1,972,085 292,000 15%

28 ラテックス手袋, Mサイズ 1,972,085 584,000 30%

29 脱脂綿 500g 26,294 0 0%

30 ガーゼ 90cm x 100m 263 0 0%

31 キャピラス HIV 1/2 test 1,197,437 433,600 36%

32 デターミン HIV 1&2 test 285,285 155,000 54%

33 ヴィロノスティカ ユニフォーム II 160,682 137,280 85%

 Avg 57%

                                        （引用：USAID 資料） 

STIs 治療薬である項目 No.6 のシプロフロキサシン、No.7 のコトリモキサゾール、No.13 の硝酸銀スティ

ック、および検査室機材である No.25 のマイクロピペット、No.26 のクリヨチューブ（マイクロチューブ）

は必要数を越えて調達されており、マイクロピペットについては今後 3 年分をカバーしている。この表で

は、現在中央 MSD 倉庫に保管されている在庫量は勘案されていないため、USAID はさらに 2003 年末の中

央 MSD 倉庫の在庫数を調査し、日本が調達した機材が到着した後の 2004 年の機材保有状況を検討した結

果、表 2－6 に示したように、12 品目（機材）については 1 年分必要数（1 年分＋3 ヵ月バッファーストッ

ク）以上に調達されていることが判明した。 
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表 2－6 中央 MSD 倉庫状況勘案後の余剰機材リストとその状況 

 項目名 現在庫量 必要量 JICA 調達量 余剰分 

3 スペクチノマイシン注射2g  600 1,568 1,000 -32

6 シプロフロキサシン錠500mg 100,000 825,883 1,030,000 -304,117

7 コトリモキサゾール錠 400mg/80mg  5,681,000 8,746,597 10,000,000 -6,934,403

13 硝酸銀スティック 1,269 2,382 3,000 -1,888

15 テトラサイクリン軟膏 217,227 99,523 80,000 -197,705

16 エリスロマイシンシロップ, 100ml  20,240 10,268 6,000 -15,972

18 医療廃棄物袋（オートクレーブ用） 86,850 17,160 149,00 -84,590

19 医療廃棄物袋（一般用） 145,941 357,500 272,800 -61,241

24 ランセット 4,008,000 239,520 133,500 -3,901,981

25 マイクロピペットチップ（ｲｴﾛｰﾁｯﾌﾟ） 323,987 128,546 482,000 -677,441

26 クリヨチューブ（ﾏｲｸﾛﾁｭｰﾌﾞ）1.2-8 ml 57,882 128,546 157,000 -86,336

33 ヴィロノスティカユニフォーム II 38,016 160,682 137,280 -14,614

（引用：USAID 資料） 

この USAID 試算では、2002 年に報告された使用数が実際数の 1/3 にすぎないと評価注 17しているが、１

期(1/2 および 2/2)で日本が調達した量は NACP が経験的に把握していた機材必要数や EU が過去に供与し

た数量であり USAID 試算数と大きな開きがあるため、どの量が実際の必要数を示しているかは明らかでは

ない。しかし、USAID の試算数量が MTEF に盛り込まれ今後必要と考えられる数量として公表されること

から、これら 12 品目の機材の本プロジェクトによる調達実施の是非については慎重に検討する必要がある

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

                                                 

 
注 17 各施設から提出される各機材の使用報告書の提出率が悪く、全国の施設のうち 26%強が報告書を提出していると推測されることから 
実際の使用機材数はその 3 倍であると試算した。 
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２-２ プロジェクト・サイト及び周辺の状況  

２-２-１ 関連インフラの整備状況 

「タ」国の総道路距離約 82,000km の舗装率は約 10％であり、隣国ザンビアの 35%よりも少なく、舗装

道路の整備は極めて遅れている。既存道路の維持管理が十分ではなく、道路のコンディションの悪化も

激しい。 

 電力の 95%は水力発電に依存しており、電力の供給は降水量に大きく左右される。現在すべての州都に

は電気が来ており、現在は地方電化が政府の最重点課題の一つである。 

 

２-２-２ 自然条件 

「タ」国の面積はザンジバル島も含めると 94 万 5,000 平方キロメートルで、日本の約 2.5 倍の広さをも

つ。南緯 1 度から南に位置し、東はインド洋に面し、北はケニア、ウガンダ、西はルワンダ、ブルンジ、

南はザンビア、マラウイ、モザンビークと国境を接している。海岸地帯の低地は高温多雨の熱帯気候で、

３～５月が雨期、７～10 月が乾期である。中央の高原部は降水量が少ないサバンナ気候、さらに内陸の山

岳地帯は気温の年較差が小さく、降水量も平均的な熱帯性の山岳気候である。首都ダルエスサラームの年

平均気温は 25.8℃、年間降水量は 1,137mm である。 

 

２-２-３ その他 

 本計画が直接サイトおよびその周辺に悪影響を及ぼす惧れはないが、対象が血液を媒体として感染する

HIV のため、とくに機材の廃棄については二次感染を来たすことがないよう配慮が必要である。 

病院、保健センターや投薬所など全ての HIV 対策に関与する施設において、使用済みのキャピラスや

デターミンなど HIV 検査キットや真空採血管、採血針など血液で汚染された機材の廃棄、焼却の徹底が

実施されるよう強力な指導が望まれる。 
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第３章  プロジェクトの内容 

 

３-１ プロジェクトの概要 

「タ」国は 200１年にエイズ、基礎保健など 優先課題８つの事項を対象として、3 年間の予算指針としたセクタ

ー別 MTEF を作成したが、現在 2004 年度の MTEF を作成中である。さらに、2003 年には、それまでの HIV 対策

計画 MTP－I、Ⅱ、Ⅲに続き、さらに HIV 感染拡大の防止を目指した「保健セクターHIV/AIDS 戦略 2003-2006

（Health Sector HIV/AIDS Strategy for Tanzania 2003-2006）」を策定し、輸血用血液に対する HIV 検査の徹底、

VCT におけるカウンセリングと HIV 検査の強化、母子垂直感染防止のための妊婦 HIV 検査のルーチン化（定期

化）、HIV 感染リスク抑制のための STIｓの治療強化を計画している。 

本プロジェクトは、「タ」国「保健セクターHIV/AIDS 戦略」に基づき、これらの計画に必要な機材を調達すること

により、「タ」国計画の目標達成を支援し、HIV 感染拡大の防止を図ることを目的とする。 

 

 

３-２ 協力対象事業の基本設計 

３-２-１ 設計方針 

（1） 基本方針 

ⅰ) 対象地域および施設 

対象地域は「タ」国全土とし、病院、保健センター、投薬所内に設置されている VCT および STIｓクリニック、産科

を対象とする。 

ⅱ）調達品目 

本計画は、保健省の HIV 検査指針および STIｓ治療マニュアルに基づき策定した。「タ」国の当初要請は全

36 品目であったが、1 期（1/2 および 2/2）のプロジェクトによりすでに充分量の機材が調達された品目（1

年分の必要数：1 年分＋3 ヵ月分のバッファーストック以上が調達されている）、及び必要算定根拠が明確

でない上に今回行ったモニタリング調査でその使用頻度を確認できなかった品目、あるいは調達上の問題

を生じる品目などを外して、合計 16 品目を調達対象とした。表 3－1 にミニッツに添付した機材リストを示し、



- 17 - 

本計画の対象機材名を色分けして示し、調達対象外とした機材名の削除理由欄に対象外とした理由を示した。 

表 3－1 要請機材リストと調達対象外機材とその理由 

とくに、項目 No.3.および 4.のエライザ法試薬は要請数量の算定根拠が明確でない上、「タ」国国内でエライザ

 No. 機材名 優先度
2004年から
の繰越量

削除理由

1 キャピラス HIV1/HIV2 A 3,452 キット

2 デターミン HIV-1/2 A 1,168 キット

3 エライザ法　ヴィロノスティカユニフォーム ⅡHIV 1/2 pl B 200 キット 14,614
繰越があるうえ、
本調査において使用実績
の詳細未確認

4 エライザ法　エンザイグノスト HIV1/HIV2 plus 0 C 157 キット

この試薬を唯一使用する
ムベヤ州においてもヴィロ
ノスティカも使用されてお
り、必要量の算定根拠が
不明である

5 RPR 梅毒検査キット A 5,194 キット

6 ランセット A 520,000 箱 3,901,981 繰越量で充当可能

7 イエローチップ (0-200 microlitre) C 116,800 本 677,441 繰越量で充当可能

8 真空採血管 5ml A 31,000 本

9 真空採血管 10ml C 460,000 本
本調査において使用実績
の詳細未確認

10 真空採血管用針 G21 A 491,000 本

11 ディスポーザブルパストゥールピペット 3ml A 7,000 本 必要量の算定根拠が不明

12 血清用ヌンクチューブ（ﾏｲｸﾛﾁｭｰﾌﾞ） 1.8ml C 7,000 本 86,336 繰越量で充当可能

13 ラテックス手袋 Mサイズ A 17,640 箱

14 ラテックス手袋 Lサイズ A 1,764 箱

15 白衣 Mサイズ C 4,250 枚
本調査において使用実績
の詳細未確認

16 白衣 Lサイズ C 4,250 枚
本調査において使用実績
の詳細未確認

17 医療廃棄物袋 (オートクレーブ用耐熱性) C 9,250 枚 84,590 繰越量で充当可能

18 医療廃棄物袋 (一般用) C 187,750 枚 61,241 繰越量で充当可能

19 注射針廃棄箱（安全箱） B 197,200 個

本調査において使用実績
の詳細未確認のため、調
達後の機材の活用方法が
不明である

20 使い捨て注射器 10ml A 50,665 本

21 ベンザチンベンジルペニシリン2.4MU　注射 A 308,898 本

22 エリスロマイシン 250mg （or 500mg 錠） A 1,462,782 錠

23 クロトリマゾール 100mg ペッサリー（膣錠） A 258,233 箱

24 シプロフロキサシン 500mg 錠 A 1,010 本 304,117 繰越量で充当可能

25 ドキシサイクリン 100mg カプセル A 14,666 本

26 メトロニダゾール 400mg 錠 A 3,872,848 錠

27 セフトリアキソン250mg　注射 A 145,941 本

28 テトラサイクリン眼軟膏 0.1% 5g A 129,598 本 197,705 繰越量で充当可能

29 エリスロマイシンシロップ用ドライパウダー 125mg/5ml B 1,851 本 15,972 繰越量で充当可能

30 クロトリマゾール 1% クリーム 20g B 5,500 本 必要量の算定根拠が不明

31 ポドフィリン液 10% 60ml B 2,400 本

調達上の問題がある上、
他機材で代替が可能であ
るため、1期同様、対象外
とする

32 スペクチノマイシン2g　注射 A 2,500 本 32

33 コトリモキサゾール 400/80mg tablets A 3,780 本 6,934 繰越量で充当可能

34 硝酸銀 85～90% Single Use Tip B 4,000 本 1,888
繰越があるうえ
本調査において使用実績
の詳細未確認

35 注射用蒸留水 10ml A 470,353 本

36 コールドボックス A 個

本調査において使用実績
の詳細未確認のため、調
達後の機材の活用方法が
不明である

要請数
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法の測定機器を保有し検査が可能な施設は４施設のみであり、かつその必要量も非常に少なく保健省予算でも

充分に購入可能と推定されるため対象外とした。項目 No.36.コールドボックスについては今回初めて要請されたも

のであるが、対象施設ではこれまで使用経験が全くない上、コールドボックス用保冷剤を冷凍するための冷凍庫の

保有状況も明らかでないため、本計画では対象外とした。 

 

ⅲ）調達数量 

  検査キットの必要量の算定はその使用目的毎に以下のように算定した。 

１．輸血用（for Ｂｌｏｏｄ Transfusion)

Ａ 年間推定必要血液ユニット数 150,000

B 検査必要ドナー数 Ａ×1.３×0.96 187,200

C バッファーストック3ヵ月分 B×０．２５ 46,800

D 品質管理などによる消費の補填分(10%) B×０．１ 18,720

E 合計・・・・・① B+C+D 252,720

２．VCT

A 年間推定相談者数
2003年VCT1ヵ所
当たりのClient数 631

B 1回目検査　Capillus分 A×420 265,020

C バッファーストック3ヵ月分 B×０．２５ 66,255

D 品質管理などの補填分（１０％） D×０．１ 26,502

E 合計・・・・・② B+C+D 357,777

総合計（①＋②）　（100テスト/キット） 6,105

F 2回目　Determine分（３0％） B×０．３０ 79,506

G バッファーストック3ヵ月分 F×０．２５ 19,877

H 品質管理などの補填分（１０％） F×０．１ 7,951

I 合計（テスト数） F+G+H 107,333

J
VCT　420ヵ所の1ヵ所平均必要Determineテスト数を
キット（100テスト／１キット）数に繰り上げて換算

I÷420÷100 3

K
現地到着時には使用期限半年となるため、１年間に必要な
キット数は２倍となる J×420×２ 2,520

３．Antenatal　Clinic　（梅毒）

A 2003年に陽性と診断された患者数 22,612

B 小陽性率4.0%から推定される検査受診者数 A/0.004 565,300

C 品質管理などの補填分　（１５％） B*０.15 84,795

D 合計 B+C 650,095

キット（100ﾃｽﾄ/ｷｯﾄ）数 6,500
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STIｓ治療薬の計算方法は、治療マニュアルの必要薬品算定方法に則した。また、患者数の計算にあたっては、

2002 年 12 月の NACP のサーベイランスレポート（HIV/AIDS/STI Surveillance Report January-December 2001）に

報告されているダルエスサラームにおける患者数を参考にして、10 万人あたりの患者数を求め、各州の人口から各

州における推定患者数を算出し、全て合計した数を全国の推定患者数とした。その患者数を治療マニュアルの算

定計算式に導入し、年間必要薬剤数を計算した。その後、その年間必要薬剤数にさらに 3 ヵ月分をバッファーストッ

ク分として加算し、各医薬品の包装単位を考慮して調達数を調整した。 

表 3－2 にその他の機材も含めて HIV 関連機材の調達量とその算定根拠をまとめた。 

 

単位 必要量
包装単位を考慮した

計算式
包装単位を
考慮した量

ﾍﾞﾝｻﾞﾁﾝﾍﾞﾝｼﾞﾙﾍﾟﾆｼﾘﾝ 2.4MU 50 P＋（Syphilis×3） （P+Syphilis）/50 2,646

ｴﾘｽﾛﾏｲｼﾝ 500mg 1000 21(0.1P+0.1R) 2.1(P+R)/1000 278

ﾄﾞｷｼｻｲｸﾘﾝ 100mg 1000 14Q+7R+28S 7(2Q+R+4S)/1000 3,804

ｾﾌﾄﾘｱｷｿﾝ 250mg 1 0.1Q+0.1R+0.1S (Q+R+S)/10 23,173

ﾒﾄﾛﾆﾀﾞｿﾞｰﾙ 400mg 1000 0.5Q+0.5R+12S (0.5Q+0.5R+12S)/1000 966

ｸﾛﾄﾘﾏｿﾞｰﾙ 100mg 6 4R 2R/3 45,231

ｽﾍﾟｸﾁﾉﾏｲｼﾝ 2g 1 0.01Q Q/100 900

注射器 10ml 100 P+0.1(Q+R+S)+0.01Q P+0.11Q+0.1R+0.1S/100 886

S=PID (骨盤炎症性疾患)　　　　　　 73,889

No.Shyphilis＋(梅毒検査陽性者数)　 22,612

４．STIs治療薬の計算方法

P=No.of GUD,M+F(性器潰瘍性疾患)　　64,487

Q=UDS(尿道分泌物症候群)　　　　　　89,995

R=VDS(膣分泌物症候群)　　　　　　　67,846
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表 3－2 機材の調達量と算定根拠 

（2） 自然条件に対する方針 

  すべての機材は首都ダルエスサラームの中央 MSD にて引き渡される。HIV 検査キットおよび梅毒検査キットは

温度管理が必要であり、有効期限も短いので空輸とする。また、真空採血管はプラスチック素材では 30℃以上でゆ

がみが生じる可能性が高くなり、管内に塗布されている凝固促進剤が変質する恐れもあるため、ガラス製とするが、

高熱に弱いため荷揚げ後の引渡し地までの内陸輸送においては検査キットと同様、適温管理下で輸送するものと

する。  

 

（3） 実施機関の運営、維持管理能力に対する対応方針 

 HIV 検査キット、梅毒検査キットおよびそれに使用される真空採血管などの機材は、製品が異なるとその仕様も

使用方法も異なるため、従来から保健省が基準品として推奨している機材を調達し、製品の違いから引き起こさ

れる誤操作や混乱を防ぐ。 

  

(４) 工法／調達方法、工期に係る方針 

本プロジェクトにかかる据付工事はない。 

病院
（検査室、

STIｓクリニック）
VCT

保健ｾﾝﾀｰ
および
投薬所

1 キャピラス HIV1/HIV2 6,105 キット 86 420 0
86ヵ所の病院で採血される約15万単位の輸血用血液のド
ナー用検査キットおよび420ヵ所のVCTで使用される
265,020人分用のHIV検査キット

2 デターミン HIV-1/2 2,520 キット 0 420 0
265,020人の検査希望者うちの約30%人分のHIV再検査分
とバッファーストック分を加算し、420ヵ所のVCTに過不足な
く配布されるようキット数で調整した数量

3 RPR 梅毒（シフィリス）検査 6,500 キット 86 0 0
2003年に陽性と診断された患者数と陽性率4.0%から推定
される検査受診者数565,300人分の梅毒検査数に品質管
理分15%を調整したRPRの梅毒検査キット数

4 真空採血管 5ml 591 ﾊﾟｯｸ 86 420 0
VCTにおける265,020人の検査希望者用および梅毒検査
とHIV検査を同時に行う検査室で使用する採血管

5 真空採血管用注射針 G21 591 ﾊﾟｯｸ 86 420 0 真空採血管５ｍｌ用注射針

6 医療用ラテックス手袋　Lサイズ 13,670 箱 86 420 0
506ヵ所のVCTおよび病院の採血、HIV検査、RPR検査に
使用する手袋、1日12枚年間225日分とし、包装単位で調
整

7 医療用ラテックス手袋　Mサイズ  13,670 箱 86 420 0
506ヵ所のVCTおよび病院の採血、HIV検査、RPR検査に
使用する手袋、1日12枚年間225日分とし、包装単位で調
整

8 使い捨て注射器　10ml　 165,400 本 86 0 2,859

9 ベンザチンベンジルペニシリン2.4MU　注射 165,400 ﾊﾞｲｱﾙ 86 0 2,859

10 エリスロマイシン 250mg 錠 348 ビン 86 0 2,859

11 クロトリマゾール 100mg 膣錠 56,600 箱 86 0 2,859

12 ドキシサイクリン 100mg ｶﾌﾟｾﾙまたは錠 4,800 ビン 86 0 2,859

13 メトロニダゾール 400mg 錠 1,200 ビン 86 0 2,859

14 セフトリアキソン250mg 注射 29,000 ﾊﾞｲｱﾙ 86 0 2,859

15 スペクチノマイシン2g 　注射 1,200 ﾊﾞｲｱﾙ 86 0 2,859

16 注射用蒸留水 10ml 195,600 本 86 0 2,859

性器潰瘍性疾患患者数64,487人、尿道分泌物症候群患
者数89,995人、膣分泌物症候群患者73,889人、梅毒検査
陽性者数22,612人の治療に必要な医薬品。「タ」国STIｓ治
療マニュアルの計算方式により算定された数とバッファー
ストック3ヵ月分を加算

機材名

設置場所

計画および算定根拠計画数量
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HIV および梅毒検査キットについては、その使用期限が製造後１年前後であるため、 終使用サイトである

VCT や病院検査室に輸送された時点では期限が 6 ヵ月程度になっていることが予想される。従って、1 年分を 1

度に調達せず、輸送の遅延や、輸送途上の損失を考慮しバッファーストック 3 ヵ月分を加えた数量を、４ヵ月ごと

に調達・輸送して使用サイト到着時の使用期限の確保を図る。 

 

３-２-２ 基本計画 

(1)機材計画 

  機材の内容は上述設計方針に基づき表 3－3 のとおり計画した。 

表 3－3 調達機材の内容 

 

(2)各機材の配備 

 HIV 用機材は各施設から患者数、消費数に従って年 4 回要請数が中央 MSD に提出される。中央 MSD はその

要請数を査定し、各施設毎の割当数を決定し、輸送する。 

 

 

 

N o . 機 材 名 内 容 （ 使 用 、 寸 法 ） 、 用 途

1 キ ャ ピ ラ ス  H IV 1 / H IV 2 ®
Ｈ ＩＶ 検 査 用 キ ッ ト で ラ ピ ッ ド テ ス ト と 総 称 さ れ る ス ク リ ー ニ ン グ キ ッ ト 、
1 キ ッ ト 1 0 0 テ ス ト 分 （ ＝ １ ０ ０ 人 分 ）

6 ,1 0 5 キ ッ ト

2 デ タ ー ミ ン  H IV - 1 / 2 ®
Ｈ ＩＶ 検 査 用 キ ッ ト で ラ ピ ッ ド テ ス ト と 総 称 さ れ る ス ク リ ー ニ ン グ キ ッ ト 、
1 キ ッ ト 1 0 0 テ ス ト 分

2 ,5 2 0 キ ッ ト

3 R P R  梅 毒 （ シ フ ィ リ ス ） 検 査
梅 毒 の 血 清 診 断 法 キ ッ ト 、 Ｒ Ｐ Ｒ カ ー ド 、 抗 原 、 0 .0 3 マ イ ク ロ リ ッ ト ル 毛 細
管 、 分 配 用 注 射 器 、 コ ン ト ロ ー ル 用 陽 性 血 清 お よ び 陰 性 血 清 、 使 用 説 明
書 な ど

6 ,5 0 0 テ ス ト

4 真 空 採 血 管  5 m l　
ガ ラ ス 製 真 空 チ ュ ー ブ 　 ５ ｍ ｌ
Ｖ Ｃ Ｔ に お け る Ｈ ＩＶ 検 査 採 血 用 に 使 用 、 1 パ ッ ク 1 0 0 0 本 入 り

5 9 1 パ ッ ク

5 真 空 採 血 管 用 注 射 針  G 2 1 注 射 針 、 0 .8 × 3 8 m m 、 真 空 採 血 管 に 装 着 し て 使 用 、 1 パ ッ ク 1 0 0 0 本 入 り 5 9 1 パ ッ ク

6 ラ テ ッ ク ス 手 袋 　 L サ イ ズ ラ テ ッ ク ス 製 滅 菌 手 袋 　 L サ イ ズ 、 1 箱 1 0 0 枚 入 り 、 二 次 汚 染 防 止 用 1 3 ,6 7 0 箱

7 ラ テ ッ ク ス 手 袋 　 M サ イ ズ   ラ テ ッ ク ス 製 滅 菌 手 袋 　 M サ イ ズ 、 1 箱 1 0 0 枚 入 り 、 二 次 汚 染 防 止 用 1 3 ,6 7 0 箱

8 使 い 捨 て 注 射 器 　 1 0 m l　
使 い 捨 て 注 射 器 、 S T Iｓ 治 療 の た め の ベ ン ザ チ ン ペ ニ シ リ ン や 他 の 注 射 剤
投 与 時 に 使 用

1 6 5 ,4 0 0 本

9 ベ ン ザ チ ン ペ ニ シ リ ン 2 .4 M U 　 注 射
1 バ イ ア ル に ベ ン ザ チ ン ペ ニ シ リ ン 2 .4 万 単 位 入 り 注 射 剤 、
梅 毒 、 ヘ ル ペ ス な ど に よ る 性 器 潰 瘍 の 治 療

1 6 5 ,4 0 0 ﾊ ﾞｲ ｱ ﾙ

1 0 エ リ ス ロ マ イ シ ン 2 5 0 m g  錠
1 錠 2 5 0 m g 、 １ ビ ン （ ま た は 缶 ） 1 0 0 0 錠 入 り 、 梅 毒 治 療 に ペ ニ シ リ ン が 使 用
で き な い 時 に 投 与

3 4 8 ビ ン

1 1 ク ロ ト リ マ ゾ ー ル  1 0 0 m g  膣 錠
膣 錠 、 １ ケ ー ス 6 錠 入 り 、 カ ン ジ ダ 、 ク ラ ミ ジ ア ト リ コ モ ナ ス な ど に よ る 膣 炎 の
治 療

5 6 ,6 0 0 箱

1 2 ド キ シ サ イ ク リ ン  1 0 0 m g  カ プ セ ル
１ カ プ セ ル 中 に 1 0 0 ｍ ｇ 含 有 、 １ ビ ン （ ま た は 缶 ） 1 0 0 0 錠 入 り 、 ク ラ ミ ジ ア な ど
に よ る 尿 道 炎 に 投 与 梅 毒 、 ヘ ル ペ ス な ど に よ る 性 器 潰 瘍 の 治 療 、

4 ,8 0 0 ビ ン

1 3 メ ト ロ ニ ダ ゾ ー ル  4 0 0 m g  錠
1 錠 4 0 0 m g 含 有 、 １ ビ ン （ ま た は 缶 ） 1 0 0 0 錠 入 り 、 ト リ コ モ ナ ス 膣 炎 の 治 療 、
ク ラ ミ ジ ア な ど に よ る 尿 道 炎 に 投 与

1 ,2 0 0 ビ ン

1 4 セ フ ト フ リ ア キ ソ ン 2 5 0 m g  注 射
1 バ イ ア ル に セ フ ト リ ア キ ソ ン ２ ナ ト リ ウ ム 塩 を 2 5 0 m g 含 有 、 ク ラ ミ ジ ア な ど に
よ る 尿 道 炎 に 投 与

2 9 ,0 0 0 バ イ ア ル

1 5 ス ペ ク チ ノ マ イ シ ン  2 g  注 射
1 バ イ ア ル 中 2 g 含 有 、 ク ラ ミ ジ ア な ど に よ る 尿 道 炎 に 投 与 梅 毒 、 ヘ ル ペ ス
な ど に よ る 性 器 潰 瘍 の 治 療

1 ,2 0 0 バ イ ア ル

1 6 注 射 用 蒸 留 水  1 0 m l １ ０ ｍ ｌポ リ 容 器 入 り 注 射 用 蒸 留 水 1 9 5 ,6 0 0 本

数 量
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３-２-３ 調達計画 

 （1）調達方針 

資機材の調達国は日本、「タ」国および第三国とし、一般競争入札方式により日本法人を契約者として実施

される。第三国調達品については、主に船積前検査を第三者検査機関に委託して行うが、医薬品など品質管

理の必要な機材については調達監理者の船積み前および引渡し前検査を実施する。 

 保健省の NACP が本調達機材の「タ」国内での配布および維持管理に責任をもち、実際の機材輸送は MSD

が担当する。 

 

 （2）調達上の留意事項 

温度管理の必要な機材の輸送に際しては適切な包装と迅速な輸送に努め、引渡し前検査も速やかに行うな

ど機材の品質に影響を与えないよう留意する必要がある。HIV テストキットなど有効期限の短い機材については、

「タ」国到着後も速やかな通関及び配布措置を取るよう「タ」国側の迅速な対応が望まれる。 

   

 （3）調達・据付区分 

 「タ」国とわが国の調達・施工区分を表 3－4 に示した。本プロジェクトでは据付工事は発生しない。 

表 3－4 施工区分 

区分 内容 

日本 機材の調達 

引渡し地（ダルエスサラームの中央 MSD）までの機材輸送 

「タ」国 引渡し地（ダルエスサラームの中央 MSD）から対象施設への機材配

布 

 

 （4）調達監理計画 

調達機材の「タ」国における検収・引渡し業務のため、機材の納入時期に合わせて調達業者 1 名を現地調達

管理者として派遣する。 

 

（5）資機材等調達計画 

  主な機材の想定される調達先は表 3－5 に示すとおり。 
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表 3－5 機材調達先 

 

 

 

 

 

 

 

 

HIV 検査キット 2 種は銘柄が指定されるため、それらの製造元を調達先とする。梅毒検査キットについては、日本

では製造されていないが､他の多くの国で製造されているため品質に信頼のおける DAC 加盟国を調達の対象とす

る。検査機材については、日本での製造元が存在しないか１～2 社に限定されるため、第三国を調達先の対象に含

めることとする。STIｓ治療薬については、「タ」国では製造しておらず、日本では同じ規格の製品そのものを製造して

おらず、または製造していても英語の表示ではない。なお、医薬品としての品質を 低限保証するため製造国の

GMP 注１８の認証を受けている製造元を調達先とする。 

 

 （6）実施工程 

本プロジェクトにおける実施範囲は、E/N延長を前提として全体工期を17ヵ月とし、2006年度に引渡しを完了

することとする。実施工程表を表 3－6 に示す。 

                                                 

注 18
GMP：Good Manufacturing Practice の略。医薬品の製造および品質管理に関する標準。製造環境、製造原料や製品の品質管理を適切に 

行っていることを示す。  

資　機　材　名 備考

現地 日本 第三国

[機　材]

1 ｷｬﾋﾟﾗｽ   HIV1/HIV2 ○
2 ﾃﾞﾀｰﾐﾝHIVﾃｽﾄｷｯﾄ ○

3 RPR梅毒検査　ｷｯﾄ ○

4 真空採血管 4-5ml ○

5 真空採血用　注射針 ○

6 医療用ﾗﾃｯｸｽ　手袋　Lサイズ ○

7 医療用ﾗﾃｯｸｽ　手袋　Mサイズ ○

8 使い捨て注射器10ml ○

9 ﾍﾞﾝｻﾞﾁﾝﾍﾞﾝｼﾞﾙﾍﾟﾆｼﾘﾝ注射2.4MU ○

10 ｴﾘｽﾛﾏｲｼﾝ錠　250mg ○

11 ｸﾛﾄﾘﾏｿﾞｰﾙ　100mg　膣錠 ○

12 ﾄﾞｷｼｻｲｸﾘﾝｶﾌﾟｾﾙ　100mg ○

13 ﾒﾄﾛﾆﾀﾞｿﾞｰﾙ錠　400mg ○

14 ｾﾌﾄﾌﾘｱｷｿﾝ注射　250mg ○

15 ｽﾍﾟｸﾁﾉﾏｲｼﾝ注射　2g ○

16 注射用蒸留水10ml ○

割合（％） 0.00% 0.00% 100.00%

調　　達　　先



- 24 - 

表 3－6 実施工程表 

 

３-３ 相手国側分担事業の概要 

本案件を実施する上で、必要な「タ」国負担事項は以下のとおりである。 

① 調達機材の適切かつ迅速な通関手続きを行うための Government Notice を速やかに発行すること。 

② 調達機材の保管に必要な倉庫、冷蔵庫を確保すること。 

③ 調達機材の保管倉庫から国内 終仕向地への配布を迅速に行うこと。 

④ 本計画実施の銀行取極め(B/A)に基づき発生する、支払い授権書(A/P)通知手数料を負担すること。 

⑤ 調達機材の適切な運営・維持管理に必要な予算措置をとり、人員を確保するとともに、冷蔵保存が必

要な HIV 検査キット保管用冷蔵庫を確保し、機材の品質維持に努めること。 

 

３-４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

USAID は 2000 年からロジスティック体制の見直しを開始し、2003 年 3 月には県レベルまでのトレーニングを終了

全体工期（E/Nから引き渡しまで） ： 17.0 ヶ月

E/Nより業者契約まで ： 6.0 ヶ月

納期（業者契約から引き渡しまで） ： 11.0 ヶ月

通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

▼ 交換公文調印（E/N)

▼コンサルタント契約

入札図書作成

 ▼ 入札公示

 ▼ 入札

実施設計       入札評価

▼ 業者契約
全

（▼） （契約認証）

期

▼ 業者契約

    業者打合せ等

機器製作

検査キット第三者機関船積前検査　     第三者機関船積前検査　　　　 第三者機関船積前検査　　　　

空輸第1回　　　 空輸第２回　　 空輸第３回　　

調達監理

第三者機関船積前検査

      海上輸送　　　

検収・引渡し　　　　 検収・引渡し

国内作業 現地作業 第三国作業

JICS検査ｷｯﾄ
船積前検査

JICS医薬品
船積前検査
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した。USAID および JICA 合同チームによって 2004 年 2 月に行われたモニタリング調査の結果では、前年 10 月か

ら 12 月までにストックアウトした機材はほとんどなく、機材の管理、運搬体制に問題はなかったと報告されている。 

また、MSD はこれまで NACP から報告される各 終機材使用サイトにおける各機材の消費数量データを参考に

し、MSD における対象機材の在庫数量を考慮して各医療機関への出庫数量を決めるという Pushing システムを採っ

てきた。しかし、2004 年からは保健省の依頼により、各医療機関から直接 MSD に提出される注文書（注文数）に従

い、注文数量を出庫配布する Indent システムに変更することとなった。保健省はすでに 12 州の地方保健局職員に

この変更に係る訓練を終了しており、2004 年 3 月末までには全国の保健局職員の訓練を終了する計画である。 

また、これらの HIV 機材の運搬にかかる費用は保健省が予算確保することがすでに決定されており、費用の面

でも問題はないと判断される。ちなみに、輸送費用は 1,000kg ごとに請求され、機材の組み合わせによっても変化

するが、 も複雑な輸送形式（コールドボックスなど温度管理が必要で、地域倉庫までも空輸する体制）を必要とす

る HIV 検査キット 2 種類の 小包装単位あたりの輸送費は約 4.1US$で、本案件の HIV 検査キットの県レベルへの

輸送費用は約 35,362US$と概算される。 

また、機材の 終配布先は州および県病院、VCT であり、2-1-3 技術水準の項で述べたように各実施機関には

HIV 対策要員として組織されかつ訓練をうけた医療従事者が配置されている。そのため、調達予定品目の多くは消

耗品で、検査キットや医薬品等の専門知識や品質管理が必要な製品であるが、その維持管理についても問題はな

いと判断される。 

 

３-５ プロジェクトの概算事業費 

３-５-１ 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、3.02 億円となる。日本と「タ」国との負

担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条件によれば、次のとおりと見積もられる。

なお、この概算事業費は E/N 限度額を示すものではない。 
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（１） 日本側負担経費 

       概算総事業費  約 302 百万円 

 

（２） 「タ」国負担経費 

HIV 検査キットの県レベルへの輸送費用概算 約 35,362US$ 

 

（３） 積算条件 

① 積算時点 平成 16 年 4 月  

② 為替交換レート １US$ ＝ 108.07 円、     1EUR ＝ 133.26 円 

③ 施工期間 詳細設計、機材調達の期間は実施工程に示したとおり。 

④ その他 本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるものとする。 

 

３-５-２ 運営・維持管理費 

保健省総予算とその配分および TACAIDS 予算（表 3－7 参照）を見ると、輸送費を含む医薬品や検査室

機材および HIV 検査キットの購入費は確保されており、その割合も増加している。また、TACAIDS 予算も

増加しており、HIV 対策運営・維持管理費は確保されている。 

さらに、NACP は 1996 年から UNAIDS、USAID をはじめデンマーク、ベルギー、イタリア、オランダら

の協力を得て、HIV 検査キット・STIs 治療薬の供給、MSD の管理・輸送システムの確立、地方の機材備蓄倉

庫整備など運営面のサポートを NGO と協力しながら行い、最近ではバスケットファンドによる HIV 対策計

画のサポートも実施されている。 

加えて HIV 対策計画は国家計画の最優先課題であることから、運営・維持管理に問題はないと考えられ

る。 

費目 概算事業費（百万円)

機材費 277

実施設計・調達監理・技術指導 25

合計 302
注）為替レート 1US$=108.07円

1EUR=133.26円
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表 3－7 保健省の予算配分と TACAIDS 予算 

 

３-６ 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

HIV 検査キットは、新しいタイプの HIV ウィルスに対応する検査方法や、ウィルスに対する感度や、精度の改善の

ための研究が進んでいる。そのため、今後既存製品の製造中止や新製品の採択が予想される。検査キットの変更

に伴い、その使用方法や保存方法が変更することも予想される。従って、保健省の方針により検査に使用する製品

を変更する場合には、その使用者（検査技師および助手）に対するトレーニングは不可欠であり、その徹底が望ま

れる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

金額
（100万USドル） ％

金額
（100万USドル） ％

医薬品購入費（輸送費を含む） 19.6 11.4% 36.4 12.8%

必須医療機器購入費（輸送費を含む） 0.5 0.3% 7.7 2.7%

県病院用医療機材購入費（輸送費を含む）
（HIV検査キットやコールドチェーン機材）

1.4 0.8% 8.4 2.9%

EPI用灯油代 0.5 0.3% 1.5 0.5%

水道・ガスなど光熱費 1.0 0.6% 0.3 0.1%

二次および三次医療サービス強化費用
（新しい治療マニュアルの作成など）

6.5 3.8% 17.5 6.1%

リフェラル機能強化費用
（二次および三次医療スタッフの能力開発費など）

25.1 14.6% 17.4 6.1%

HIV/AIDSの教育プログラム費用 5.9 3.4% 内訳不明 -

その他 111.8 64.9% 内訳不明 -

保健省総予算 172.3 100.0% 284.9 100.0%

TACAIDS予算 4.5 - 58.7 -
（出典：世銀資料）

費　　　目
2002支出 2004予算
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第４章  プロジェクトの妥当性の検証 

 

４-１ プロジェクトの効果 

1) 直接効果 

・ 輸血ドナー検査、VCT、STIs対策が全国レベルで強化徹底される。 

・ 適切なSTIｓの治療を受けられる患者が増加する。 

 

2) 間接効果 

・ 輸血によるHIV感染拡大の危険性が低減する。 

・ 受診者のHIV陽性、陰性の状況に適したカウンセリングの実施に資する。 

・ 母子間のHIV感染の危険性が低減される。 

 

 

４-２ 課題・提言 

保健省の本プロジェクトの実施能力は高いと考えられるが、以下の事項に対する配慮が望まれる。 

1) HIV検査を行う検査室では、手袋を装着するなど二次感染防止に努めてはいるが、検査台や机など

の汚染に際しアルコールやその他の消毒薬などの設置が見られない検査室も少なくない。そのため、

すべての検査室において適性な消毒が行われるよう、適宜指導していくこと。 

2) 使用済みの検査キットやピペットなど、HIV感染者の血液で汚染されているような機材を滅菌する

ためのオートクレーブや焼却炉がVCTや保健センターなどHIV検査を実施している施設に設置され

ること。 

3) 使用済み真空採血管を洗浄し、生化学検査用尿採取に再使用している施設も少なくない。再使用防

止のための職員の教育の徹底とともに、生化学検査など他の検査機材の調達支援が行われること。 

4) エライザ法測定機器の更新や維持管理、修理方法など技術指導を行い、技術者の養成をさらに推進

すること。 
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４-３ プロジェクトの妥当性 

項 目 検 証 結 果 

①裨益対象 

輸血ドナーから少なくとも 15,000 人の潜在的感染患者を発見し、輸血によっ

て引き起こされる HIV 感染を未然に防ぐことができる。また、VCT において

約 265,000 人が HIV 診断を無料で受けることができ、そのうち陽性者に対す

る適正なカウンセリングによって感染拡大を防止することができる。また、陰

性者に対しても、啓蒙教育を行うことによって、HIV 感染を未然に防ぐことが

できる。 

②計画の目的 
増加する HIV 感染を防止し、「タ」国国民の健全な生活を維持するために、

緊急かつ重要なプロジェクトである。 

③被援助国の実施体制 

HIV 対策計画は順調に運営され、人員および体制ともに確保されている。

WHO や UNICEF による技術的支援も継続的に行われ、本プロジェクトの実

施にあたり、保健省による使用者や機材管理技術者の養成も行われてお

り、充分対応できるものと考えられる。 

④中・長期的開発計画目標 

本プロジェクトは HIV 感染拡大を防止し、HIV/AIDS 国家マルチセクター戦

略枠組みの HIV 感染率の減少、母子感染の減少など国家目標の達成に寄

与するものと考えられる。 

⑤収益性 
本計画に収益性はない。調達される HIV 機材は病院や保健センターなど保

健施設に配備され HIV 対策のためだけに使用される。 

⑥環境への影響 特になし。 

⑦実施可能性 特段の問題なく実行可能である。 

 以上の点から判断して、無償資金協力により本プロジェクトを実施することは妥当であると考えられる。 

 

４-４ 結論 

 本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住民の BHN

の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施する

ことの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・

資金ともに充分満足できるものと考えられる。なお、相手国側体制において、「4-2 課題・提言」に記述し

たような点が実施・保証されれば、本プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 
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1. 調査団員・氏名 

 氏 名    担 当      所 属 

木野本 浩之  総括   独立行政法人国際協力機構 タンザニア事務所 次長 

後藤 京子  機材計画   財団法人 日本国際協力システム 

野田 奈緒子  調達計画   財団法人 日本国際協力システム 
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2. 調査行程 

 

（後藤） （野田）

No. 日付 曜日 機材計画 調達計画 宿泊

1 2/11 水 　成田　→　アムステルダム 機内

2 2/12 木 　アムステルダム　→　ダルエスサラーム ダルエスサラーム

3 2/13 金
　JICA事務所
　大使館表敬
　NACPと協議

ダルエスサラーム

4 2/14 土 　NACPと協議 ダルエスサラーム

5 2/15 日 　ムワンザ州へ移動 　ムベヤ州へ移動
ムワンザ市
ムベヤ市

6 2/16 月
　ムワンザ州保健局表敬
  第一期案件モニタリング調査

 ムベヤ州保健局表敬
  第一期案件モニタリング調
査

ムワンザ市
ムベヤ市

7 2/17 火   第一期案件モニタリング調査   第一期案件モニタリング調査
ムワンザ市
ムベヤ市

8 2/18 水   第一期案件モニタリング調査   第一期案件モニタリング調査
ムワンザ市
ムベヤ市

9 2/19 木   第一期案件モニタリング調査   第一期案件モニタリング調査
ムワンザ市
ムベヤ市

10 2/20 金
 ムワンザ州保健局報告
 ダルエスへ移動

 ムベヤ州保健局報告
 ダルエスへ移動

ダルエスサラーム

11 2/21 土  保健省表敬 ダルエスサラーム

12 2/22 日
団内協議
調査結果とりまとめ

ダルエスサラーム

13 2/23 月
 ミニッツ協議
　NACPとの協議

ダルエスサラーム

14 2/24 火 　保健省との協議、USAIDとの協議 ダルエスサラーム

15 2/25 水 　ドナーミーティング 　ステークホルダー会議 ダルエスサラーム

16 2/26 木 ダルエスサラーム

17 2/27 金
　ミニッツ署名
　大使館報告 機内

18 2/28 土 機内

19 2/29 日

　ダルエスサラーム　→　アムステルダム

　NACP、USAIDとの協議
　JICA事務所とのミニッツ内容協議

→ 成田
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3. 関係者（面会者）リスト 

１．在タンザニア日本国大使館 

氏名 職位 

出木場 一実 大使 

２．ＪＩＣＡタンザニア事務所 

青木 利道 所長 

木野本 浩之 次長 

守屋 貴裕 所員 

３．タンザニア保健省 

Dr. G. L. Upunda 医務局長 

田島 美智子 保健協力計画アドバイザー（JICA専門家） 

Dr. R. O. Swai NACPプログラムマネージャー 

Dr. Mwita Nyanganyi NACP性感染症部門 主任 

Zevina Msumi NACPカウンセリング・社会支援部門 主任 

Khalid Hanar NACP検査コーディネーター 

Vincent M. Mgaya 検査主任 

４．MSD (Medical Stores Department) 

Christopher W. Msemo 医薬品技術サービス部長 

Cosmas Mwaifuwani 顧客サービスマネージャー 

Beatus A. Msoma プログラムマネージャー 

Per Kronslev ロジスティックアドバイザｰ 

５．USAID   

Barry Chovit ロジスティックアドバイザー（JSI） 

Rebecca Copeland テクニカルアドバイザー（DELIVER） 

６．ムワンザ市保健局  

Daniel Batare ムワンザ市保健局長 

Edda E. Mahawi ヘルスオフィサー 

Reward e Moshi ムワンザ市薬局長 

Asia Suoedi HZ 

Alindwe Ndosi Assistant CSHPC 

Bonytilla Manoko DACC 

Mary Tibaijuka Assitant CRCHCO 
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Alodia Festo  CRCHCO 

Amri M Ugumba CCCO 

Saibul ムワンザ市エイズコーディネーター 

７．TANESA（Tanzania Essential Stratyies Aginst Aids） 

Venance Myonyo プログラムオフィサー 

Benarp Kingunae プログラムアカウンタント 

Wlier Mazzuk プログラムオフィサー 

Anicet sambahe    〃 

Jommo Watae 〃 

Jonarda Ngissa    〃 

M. S. Lybubo    〃 

８．ブガンドレファレル病院   

Jaohet M Gilfoma アクティングダイレクター 

Richard Masamja チーフエンジニア 

Job Batakyanaga 薬剤師 

Nursing Officer 看護婦長 

９．セクトゥーレ県病院 

Kajiru Mhaneb 病院長 

M Laui アシスタントメディカルオフィサー 

Deogarjres Manyanga 検査室職員 

１０．ムベヤ州保健局 

Dr. Donan Mmbango ムベヤ州 Medical Officer 

Dr. Sewangi J. E. A.  Regional Aids Control Coordinator(RACC) ムベヤ州 

Dr. Suzanne Mmbando ムベヤ州 STI コーディネーター 

１１．ムベヤZonal MSD  

Mr. Hubila Benjamin Warehouse Officeｒ（倉庫監督者） 

１２．ムベヤ州病院 

Mr. Ezeyile Tuya Labo. Technician (検査技術者) 

Ms. Anna Kipera ANC 看護士 

Ms. Angerina Wavenza Supply assistant （倉庫管理アシスタント） 

１３．ムベヤ州ムベヤ市保健局 

Mr. Mwile Simbeye 薬剤師 
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１４．ムベヤ州ムベヤ県保健局 

Mr. Roland Mgomba 薬剤師 

１５．ムベヤ州ムベヤ市 Ruwanda 保健所 

Ms.Fausta Massi VCT 保健師 

１６．ムベヤ州ルンゲ県保健局 

A. A. Mwalupunda ムベヤ州ルンゲ県Health Secretary 

Margaret Mwakihwe ムベヤ州ルンゲ県District Medical Officer 代理 

１７．ムベヤ州ルンゲ県 県病院 

Mr. Bakari Kipingu 薬剤師 

Mr. E. Mwasamwene 検査技師 

１８．リファラル病院 

Mr. Nichombe F. E.  検査技師 

Dr. Jamiz Kajunan STI クリニック 

１９．ムベヤ州ムベヤ県 Igoma Dispensary  

Mr. Martin 責任者 
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4. 当該国の社会経済状況（国別基本情報抜粋） 

 政府歳入・歳出［タンザニア］
１９９９年 ２０００年 ２００１年

(十億ｼﾘﾝｸﾞ) (十億ｼﾘﾝｸﾞ) (十億ｼﾘﾝｸﾞ) (百万US$)* 対GDP比**

歳入＋贈与受取額 1079.8 1215.9 1428.1 1629.5 17.4%

　歳入 772.5 929.6 1042.9 1190.0 12.7%

　　経常歳入 772.5 929.6 1042.9 1190.0 12.7%

　　　租税収入 691.9 827.8 938.5 1070.8 11.5%

　　　非税収入 80.5 101.8 104.5 119.2 1.3%

　　資本歳入 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　贈与受取額　 307.3 286.3 385.2 439.5 4.7%

歳出＋純貸付額 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　歳出 1292.6 1338.2 1556.0 1775.4 19.0%

　　経常歳出 807.6 986.6 1171.4 1336.6 14.3%

　　資本歳出 359.9 286.3 291.3 332.4 3.6%

　　その他 125.1 65.3 93.3 106.5 1.1%

　純貸付額 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

財政収支 -212.8 -122.3 -127.9 -145.9 -1.6%

歳出内訳［タンザニア］

１９９９年 ２０００年

(十億ｼﾘﾝｸﾞ) (十億ｼﾘﾝｸﾞ) (十億ｼﾘﾝｸﾞ) (百万US$)* 内訳 対GDP比**

歳出 1292.6 1338.2 1556.0 1775.4 100.0% 19.0%

　一般サービス n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　国防 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　公安 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　教育 218.0 254.9 344.9 393.5 22.2% 4.2%

　保健・医療 81.2 100.7 142.1 162.1 9.1% 1.7%

　社会保障・福祉 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　住宅・生活関連施設 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　ﾚｸﾘｭｴーｼｮﾝ・文化 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　エネルギー n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　農業 21.6 19.1 31.9 36.4 2.1% 0.4%

　鉱工業・建設業 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　運輸・通信 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　その他 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

会計年度は７月〜６月
*：対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄはOfficial Rate, Period Average　出典はInternational Financial Statistics Yearbook 2002 IMF 
**：GDPの出典はThe World Economic Outlook 2003 IMF Homepage
 出典　IMF Staff Country Report No.03/2 Jan.2003 IMF

JICAの対タンザニア技術協力

注：年の区切りは日本の会計年度（４月〜3月）。また対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄは国際協力事業団情報管理課による。

出典　国際協力事業団実績表 2002年3月　国際協力事業団

我が国の対タンザニアODA実績 　(単位：百万ドル）

注：年の区切りは１月〜12月の歴年。

　　  (   )内はODA 合計に占める各形態の割合(%)。 出典　ODA国別データブック 2001　外務省

DAC諸国・国際機関の対タンザニアODA実績 　(支出純額、単位：百万ドル）

注：年の区切りは１月〜12月の歴年。 出典　ODA国別データブック 2001　外務省

２００１年

２００１年 ２００１年

通貨単位 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 累計

億円 34.77 21.92 24.16 28.59 30.29 491.59

百万ドル 29 17 21 27 25

支出総額

96 80.29 (―) 29.20 (―) 109.49 (―) ― -3.82 (―) 105.68 (100)

97 36.83 (―) 29.05 (―) 65.88 (―) ― -10.51 (―) 55.37 (100)

98 81.05 (―) 21.81 (―) 102.86 (―) ― -19.49 (―) 83.37 (100)

99 59.56 (―) 21.47 (―) 81.02 (―) ― -6.21 (―) 74.82 (100)

2000 203.16 (―) 26.65 (―) 229.82 (―) ― -12.68 (―) 217.14 (100)

累計 1,078.97 (71) 358.07 (23) 1,437.04 (94) 177.45 87.52 (6) 1,524.56 (100)

支出純額
暦年

贈与 政府貸付
合計

無償資金協力 技術協力 計

暦年 その他 合計

97 IDA 169.0 CEC 63.9 IMF 53.5 AfDF 47.8 UNDP 13.4 25.4 372.9

98 IDA 84.7 AfDF 56.4 CEC 43.2 UNDP 13.3 IMF 10.7 20.0 228.4

99 IDA 174.9 CEC 71.0 IMF 51.1 AfDF 44.2 UNDP 9.9 24.7 375.8

5位1位 2位 3位 4位

暦年 うち日本 合計

97 フランス 79.6 英国 67.6 デンマーク 64.0 ドイツ 59.3 日本 55.4 55.4 569.1

98 英国 158.6 ドイツ 109.9 日本 83.4 オランダ 80.3 デンマーク 69.6 83.4 769.2

99 英国 88.6 デンマーク 80.9 日本 74.8 ドイツ 66.6 オランダ 55.2 74.8 613.4

5位1位 2位 3位 4位
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主要指標一覧

1989年 1999年 2000年 2001年
2001年の
地域平均値

国土面積（１０００km2） 884 884 884 884 n.a.
人口（百万人） 24.7 32.9 33.7 34.5 673.9
人口増加率（％） 3.1 2.3 2.2 2.1 2.3
出生時平均余命（歳） n.a. 45 44 44 46
妊産婦死亡率（ ／１０万人） n.a. n.a. n.a. 530(90-98) n.a.

社 乳児死亡率（ ／１０００人） n.a. n.a. 104.0 104.0 105.4
会 一人当たりカロリー摂取量（kcal/１日）*1 2,201 1,954 1,958 1,997 2,229
指 初等教育総就学率(男)(％) n.a. 62.9 62.9 n.a. n.a.
標 　　　　　　　　(女)(％) n.a. 63.2 63.2 n.a. n.a.
等 中等教育総就学率(男)(％) n.a. 6.4 6.4 n.a. n.a.

　　　　　　　　(女)(％) n.a. 5.2 5.2 n.a. n.a.
高等教育総就学率(％) n.a. 0.6 0.7 n.a. n.a.
成人非識字率（15歳以上の人口の内：％） 38.4 26.2 25.0 24.0 37.7
絶対的貧困水準（1日1＄以下の人口比：％） n.a. n.a. n.a. 19.9(93) n.a.
失業率(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

GDP（百万USドル） 4,420 8,638 9,079 9,341 315,705
一人当たりGNI（USドル） n.a. 250 270 270 460
実質GDP成長率(％) 3.8 3.5 5.2 5.7 2.9
産業構造（対GDP比：％）
　　　農業 n.a. 45.1 45.0 44.8 16.1
　　　工業 n.a. 15.5 15.7 15.8 28.3
　　　サービス業 n.a. 39.4 39.2 39.4 55.6
産業別成長率(％)

経 　　　農業 n.a. 4.2 3.4 5.5 2.9
　　　工業 n.a. 5.3 7.3 6.5 3.2

済 　　　サービス業 n.a. 5.2 6.0 5.6 3.3
消費者物価上昇率（インフレ：％） 25.8 7.9 5.9 5.1 n.a.

指 財政収支（対GDP比：％） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
輸出成長率（金額：％） n.a. 18.6 18.4 17.8 4.8

標 輸入成長率（金額：％） n.a. 8.7 0.1 8.1 8.3
経常収支（対GDP比：％） -7.6 -7.5 -3.3 -7.9 n.a.
外国直接投資純流入額（百万ドル） 5.8 183.4 193.5 224.4 13,814.7
総資本形成率（対GDP比：％） n.a. 15.5 17.6 17.0 17.7
貯蓄率（対GDP比：％） n.a. 3.4 9.2 8.3 16.5
対外債務残高（対GNI比：％） 4.2 2.6 2.2 1.6 4.5
DSR（対外債務返済比率：％） 33.0 17.9 14.6 10.3 11.2
外貨準備高（対輸入月比：％） 0.4 4.1 5.4 6.0 8.1
名目対ドル為替レート*2 143.38 744.76 800.41 876.41 n.a.
（通貨単位：ﾀﾝｻﾞﾆｱ･ｼﾘﾝｸﾞ　Shilling）

  政*3 政治体制：共和制。大統領が最高権力者
  治 憲法：1977年4月施行。92年5月改正
  指 元首：大統領。ﾍﾞﾝｼﾞｬﾐﾝ･ｳｨﾘｱﾑ･ﾑｶﾊﾟ（Benjamin William MKAPA）。直接選挙制。任期5年、2期まで
  標 　　　1995年11月23日就任。2000年10月再選

出典　World Development Indicators CD-ROM 2003 WB
　　　*1  FAO Food Balance Sheets 2003年6月 FAO Homepage
　　　*2  International Financial Statistics Yearbook 2002 IMF
　　　*3  世界年鑑　2003　共同通信社

指標項目

議会：国民議会（１院制）。275議席（うち232議席は直接選挙で選出、残りは任命制）。任期5年 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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6. 参考資料／入手資料リスト 

No. 資料名 発行元 発行年数 原本又は

ｺﾋﾟｰ 

1 Health Sector HIV/AIDS Strategy for Tanzania 

2003-2006 

MOH 2003 copy 

2 National Policy on HIV?AIDS Prime Minister's Office 2001 copy 
3 National Multi-sectoral Strategic Framework on 

HIV/AIDS 2003-2007 
MOH 2003 copy 

4 The Functions and Organization Structure of 
Tanzania Commission for AIDS(TACAIDS) 

Civil Service Department  
President's Office 

2002 copy 

5 Training Curriculum for Sexually Transmitted 
Infections 

MOH 2003 original

6 Sexually Transmitted Infections; A manual for 
Service providers 

MOH 2003 original

7 Tanzania Joint Health Review(main report) MOH 2003 copy 
8 Second Health Sector Strategic Plan(HSSP) 

2003-2008 
Volume ⅡAnnex 

MOH 2003 copy 

9 Budget Execution Report 
Budget for Fiscal Year 2001/2002 

Ministry of Finance 2002 copy 

10 Health Statistics Abstract 2002 (一部） MOH 2002 copy 
11 

 
Quantification of STIs Drugs, HIV Test Kits, and 
Related Items for 2004-2005, Unapproved Draft for 
Discussion Only 

MOH 2004 copy 

12 Joint Monitoring Survey of Infectious Disease 
Control Project :Report 2004 

MOH, JICA, USAID 2004 copy 

13 National Guideline for VCT operation (Rough Draft) MOH 2003 copy 
14 Quarterly VCT Reports From the Districts 2003 MOH 2003 copy 
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